
62,694 51,630 

1 補

電力・ガス食料品等
価格高騰低所得者
重点支援給付金事
業【低所得者世帯
給付金】

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰
の影響が大きい低所得者に対する支援として1世帯当たり
30,000円を給付する。
②低所得世帯への支援金の給付
③事業費
　　R5住民税非課税世帯605世帯×30千円＝18,150千円
　 事務費（消耗品費、通信運搬費、人件費）＝ 1,513千円
④令和5年度住民税非課税世帯

R5.6 R5.11 19,919 19,663 

①非課税世帯605世帯に対し
30,000円の助成を行った。

②コロナの影響が大きい地域経済
の活性化及び町民の経済的負担
軽減に寄与した。

①新型コロナウイルス感染症の影響
が長期化している。

②今後の情勢、家計に対する影響を
注視し必要な対策を検討する。

2 補

電力・ガス食料品等
価格高騰低所得者
重点支援地域商品
券交付事業

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰
の影響を受けている生活者に対し1人当たり10,000円分の商
品券を配布することで、消費下支え等を通じた生活者支援を
実施する。
②町内商店、飲食店等限定使用対象店舗への交付金
③4,339人×10千円 （ 使用率98.58％ ） ＝42,775千円
　内訳：交付金充当31,967千円、一般財源10,808千円
④全町民

R5.7 R6.3 42,775 31,967 

①町民1人当たり10,000円の商品
券を4,339人に配布した。
（使用率は98.58％であった）

②コロナの影響が大きい地域経済
の活性化及び町民の経済的負担
軽減に寄与した。

①新型コロナウイルス感染症の影響
が長期化している。

②今後の情勢、家計に対する影響を
注視し必要な対策を検討する。

事業の実績（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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成果及び評価
①成果・効果
②評価

課題及び今後の方向性
①課題
②今後の方向性

総事業費
（千円）

交付金
充当額
（千円）
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